
平成 ２１年 ３月 ３１日

平成 ２１年度 ～ 平成 ２３年度

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率 78.7 84.5 87.5 89.7 92.1

医業収支比率 74.5 79.9 80.3 82.7 85.2

病床利用率 74.4 78.7 81.3 82.2 82.8

患者一人一日当たり入院収入 37,390 40,169 39,608 40,399 41,207 単位：円

患者一人一日当たり外来収入 22,996 24,390 24,304 24,304 24,304 単位：円

職員給与比率 52.7 52.1 53.3 52.1 51.0

材料費比率 38.0 37.1 34.7 34.6 34.6

上記目標数値設定の考え方

対 象 期 間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

公立病院改革プランの概要

団 体 名

プ ラ ン の 名 称

策 定 日

(別紙４）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

平成１９年度に新病院を開設し、減価償却費等の費用負担が増大したため、計画期間中
の経常収支黒字化は困難だが、新規患者増加や経費節減に努め６年後の黒字化を目指
す。

（経常黒字化の目標年度：２６年度）

県内唯一のがん専門病院として、また、群馬県のがん医療の拠点病院として次の役割を
担う。
①高度・専門・集約的医療の提供
②センター機能の強化
③先導的・先駆的な役割

・保健衛生行政事務に要する経費
・高度医療に要する経費
・研究研修に要する経費
・退職給与金等

群馬県

群馬県 県立病院改革プラン

群馬県立がんセンター

群馬県太田市高林西町６１７－１

３３２床

消化器内科、血液内科、呼吸器内科、消化器外科、乳腺科、呼吸器外科、婦人科、歯科口
腔外科、頭頚科、麻酔科、泌尿器科、放射線科
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団体名
（病院名）

群馬県立がんセンター

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

手術件数 1,453 1,491 1,620 1,635 1,650

放射線件数 12,351 16,000 17,000 17,500 18,000

化学療法件数 5,260 5,262 5,700 5,760 5,810

紹介患者数 3,888 4,081 4,600 4,700 4,750

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙のとおり

病床利用率の状況 １７年度 80.9% 1８年度 78.2% １９年度 74.4%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築計
画の状況等

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

現行の部門別原価計算のより有効な活用方法や、バランスト・スコアカード等の導入を検
討する。

後発医薬品や診療材料の代替品の活用を検討して材料費の購入単価を見直すとともに、
ＳＰＤ（院内物流システム）の導入を検討する。また、病院施設や高額医療機械の保守点
委託料等の削減や光熱水費の圧縮に努めて高コスト体質の改善を図る。さらに、高度医
療機器の整備に当たっては機器の必要性と医業収益、減価償却費とのバランスを精査し
た上で計画的な導入を図る。

休止していた婦人科の再開、連携医制度等の推進により、紹介率・逆紹介率を高め、患者
数の増加を図る。効率的な病床運用による入院患者数の増加を図る。未収金の発生防止
と早期回収対策を強化する。
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団体名
（病院名）

群馬県立がんセンター

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合その
概要）

点検・評価の時期(毎年○月頃
等）

経営形態見直し計画の概要

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

館林市に館林厚生病院（総合病院）

県立病院は、各疾患の専門病院として、県全体を対象とした高度・専門医療の実施と各分
野における研究・研修や情報収集・発信機能などのセンター機能を担う。

＜時 期＞
平成２１年度以降

＜内 容＞
群馬県地域医療連携協議会において再編・ネットワーク化に
ついて検討を行う。県立病院が担っている高度・専門医療の
機能にふさわしいあり方を検討する。

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

＜時 期＞ ＜内 容＞

県立病院改革検討委員会を設置し、毎年、改革プランの実施状況の評価を行う。
（委員構成：外部委員９名、各県立病院長４名、病院局幹部３名）

毎年１０月頃

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）
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(別紙） 団体名
（病院名）

がんセンター

１．収支計画 （収益的収支） (単位：千円、％)

年 度

区 分

１. ａ 5,209,517 5,357,952 5,754,797 6,082,787 6,223,590 6,367,146

(1) 5,091,599 5,112,323 5,524,508 5,844,284 5,985,087 6,128,643

(2) 117,918 245,629 230,289 238,503 238,503 238,503

２. 574,847 556,532 680,785 851,833 851,833 851,833

(1) 523,118 489,056 559,752 789,900 789,900 789,900

(2) 7,217 5,457 10,681 11,577 11,577 11,577

(3) 44,512 62,019 110,352 50,356 50,356 50,356

(A) 5,784,364 5,914,484 6,435,582 6,934,620 7,075,423 7,218,979

１. ｂ 5,662,787 7,188,728 7,201,951 7,572,053 7,523,126 7,476,546

(1) ｃ 2,574,245 2,823,928 2,997,854 3,240,822 3,244,392 3,247,637

(2) 1,965,390 2,036,768 2,137,128 2,110,456 2,152,680 2,200,915

(3) 647,587 924,065 1,163,379 1,304,243 1,272,795 1,241,828

(4) 391,431 478,103 791,484 794,010 763,259 696,166

(5) 84,134 925,864 112,106 122,522 90,000 90,000

２. 129,563 324,069 414,020 349,592 367,277 363,070

(1) 40,168 241,277 253,123 250,760 270,277 268,070

(2) 89,395 82,792 160,897 98,832 97,000 95,000

(B) 5,792,350 7,512,797 7,615,971 7,921,645 7,890,403 7,839,616

経 常 損 益 (A)－(B) (C) -7,986 -1,598,313 -1,180,389 -987,025 -814,980 -620,637

１. (D) 2 2 2 2

２. (E) 34 1 501 501 501

特 別 損 益 (D)－(E) (F) -34 0 1 -499 -499 -499

-8,020 -1,598,313 -1,180,388 -987,524 -815,479 -621,136

(G) -744,845 -1,640,584 -460,196 527,328 1,342,807 1,963,943

(ｱ) 16,275,001 4,170,888 3,484,024 3,056,601 2,655,432 767,718

(ｲ) 10,104,704 599,246 393,318 417,341 417,341 417,341

(ｳ) 1,982,000

（※） 4,823 608,655 488,936 451,446 401,169 1,887,714
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
○「N年度 単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

82.2

例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

病 床 利 用 率 74.4 78.7 81.3

-0.36
地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

-0.53-0.80 -0.66

78.2

-2,238,091

-66.7 -53.7 -43.4 -36.0

-3,571,642 -3,090,706 -2,639,260-4,188,297

-80.4

-0.43

74.5 79.9 80.3 82.7

52.7 52.1 53.3 52.1

78.7 84.5 87.5 89.7

-66.8 -53.7 -43.4 -36.0

-3,090,706 -2,639,260 -2,238,091

8,000

20年度（見込）

49.4

92.0 85.2

51.0

-4,188,297

99.9

-80.4

-3,579,642

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

22年度21年度

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

18年度(実績) 19年度（実績）

収

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不

良

債

務

流 動 資 産

流 動 負 債

地方財政法上の資金不足の割合 ×100

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

単 年 度 資 金 不 足 額

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率

職員給与費対医業収益比率 ×100

×100

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

23年度

-350,377

92.1

-5.5

-350,377

-5.5

82.8

-0.05



団体名
（病院名）

がんセンター

２．収支計画（資本的収支） (単位：千円、％)

年 度

区 分

１. 11,097,000 438,000 467,000 351,000 837,000 586,667

２.

３. 80,544 123,176 35,618 102,676 300,274 341,668

４.

５.

６. 21,515 2,400 2,178 2,599 5,000 4,664

７. 76,665 78,501 231,001 1,576,001 1,980,336

(a) 11,199,059 640,241 583,297 687,276 2,718,275 2,913,335

1,982,000

(c) 8,000

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 9,217,059 640,241 575,297 687,276 2,718,275 2,913,335

１. 11,510,411 2,568,470 487,463 372,083 120,000 420,000

２. 662,791 282,716 203,005 616,159 2,947,723 4,456,578

３. 6,788 72,750

４.

(B) 12,179,990 2,923,936 690,468 988,242 3,067,723 4,876,578

差 引 不 足 額 (B)－(A) (C) 2,962,931 2,283,695 115,171 300,966 349,448 1,963,243

１. 797,931 301,695 115,171 300,966 349,448 1,963,243

２.

３. 2,165,000 1,982,000

４.

(D) 2,962,931 2,283,695 115,171 300,966 349,448 1,963,243

補てん財源不足額 (C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

8,000

(E)－(F) 0 -8,000 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

（ ） （ ） （7,472） （24,776） （24,776） （24,776）

523,118 489,056 559,752 789,900 789,900 789,900

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

77,866 120,776 33,439 100,078 100,078 100,078

（ ） （ ） （7,472） （24,776） （24,776） （24,776）

600,984 609,832 593,191 889,978 889,978 889,978

（注）
1
2

18年度(実績) 19年度（実績） 21年度 22年度20年度（見込）

支 出 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

支 出 の 財 源 充 当 額
う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

そ の 他

収 入 計

(b)

収

入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

前年度許可債で当年度借入分

支

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

(単位：千円）

そ の 他

計

20年度（見込） 21年度

又 は 未 発 行 の 額
実 質 財 源 不 足 額

補
て
ん
財
源

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

23年度

23年度

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

(F)

22年度18年度(実績) 19年度（実績）

合 計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

（ ）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入

金以外の繰入金をいうものであること。



平成 ２１年 ３月 ３１日

平成 ２１年度 ～ 平成 ２３年度

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率 88.9% 90.0% 91.0% 93.7% 96.1%

医業収支比率 73.5% 75.4% 76.1% 79.0% 81.4%

職員給与比率 61.3% 61.0% 62.4% 60.7% 60.4%

材料費比率 36.0% 35.8% 33.7% 33.0% 32.6%

上記目標数値設定の考え方

各病院に記載

（１） 小児、周産期、精神、救急などの不採算、特殊部門に関わる医療の提供
（２） がん、心疾患等地域の民間医療機関等では限界のある高度先進医療の提供
（３） 医師等の医療従事者の養成等、県内の医療水準の向上に関わる取組
など

・救急医療の確保に関する経費
・保健衛生行政事務に要する経費
・精神医療に要する経費
・小児医療に要する経費
・周産期医療に要する経費
・リハビリテーション医療に要する経費
・高度医療に要する経費
・研究研修に要する経費
・退職給与金 等

群馬県

群馬県県立病院改革プラン

各病院に記載

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

公立病院改革プランの概要（4病院計）

団 体 名

プ ラ ン の 名 称

策 定 日

(別紙４）

対 象 期 間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目
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団体名
（病院名）

群馬県

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

各病院に記載

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙のとおり

病床利用率の状況 １７年度 1８年度 １９年度

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築計
画の状況等

各病院に記載

各病院に記載

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

2



団体名
（病院名）

群馬県

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

県立病院改革検討委員会を設置し、毎年、改革プランの実施状況の評価を行う。
（委員構成：外部委員９名、各県立病院長４名、病院局幹部３名）

毎年１０月頃

＜時 期＞ ＜内 容＞

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

＜時 期＞ ＜内 容＞

各病院に記載

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合その
概要）

点検・評価の時期(毎年○月頃
等）

経営形態見直し計画の概要

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

公営企業法全部適用

3



(別紙） 団体名
（病院名）

病院事業全体

１．収支計画 （収益的収支） (単位：千円、％)

年 度

区 分

１. ａ 15,334,340 16,189,164 17,025,132 17,622,163 18,199,360 18,537,857

(1) 14,918,967 15,631,468 16,458,590 17,024,677 17,601,874 17,940,371

(2) 415,373 557,696 566,542 597,486 597,486 597,486

0 0 0 0 0 0

２. 4,230,381 4,188,831 4,205,055 4,261,219 4,236,444 4,236,444

(1) 3,979,065 3,927,524 3,864,955 3,985,559 3,985,559 3,985,559

(2) 51,840 46,257 64,765 74,314 48,254 48,254

(3) 199,476 215,050 275,335 201,346 202,631 202,631

(A) 19,564,721 20,377,995 21,230,187 21,883,382 22,435,804 22,774,301

１. ｂ 19,561,509 22,038,279 22,590,348 23,162,822 23,031,614 22,786,513

(1) ｃ 9,217,554 9,924,010 10,381,269 10,991,174 11,055,276 11,203,721

(2) 5,371,067 5,828,617 6,095,549 5,943,837 6,009,352 6,042,009

(3) 2,626,121 3,046,703 3,400,705 3,650,093 3,674,917 3,641,147

(4) 2,137,164 2,195,954 2,482,241 2,339,939 2,064,770 1,665,946

(5) 209,603 1,042,995 230,584 237,779 227,299 233,690

２. 769,463 875,936 994,039 879,859 923,386 900,215

(1) 538,579 709,685 689,298 670,178 714,010 692,839

(2) 230,884 166,251 304,741 209,681 209,376 207,376

(B) 20,330,972 22,914,215 23,584,387 24,042,681 23,955,000 23,686,728

経 常 損 益 (A)－(B) (C) -766,251 -2,536,220 -2,354,200 -2,159,299 -1,519,196 -912,427

１. (D) 0 0 8 8 4 4

２. (E) 34 0 4 2,004 1,002 1,002

特 別 損 益 (D)－(E) (F) -34 0 4 -1,996 -998 -998

-766,285 -2,536,220 -2,354,196 -2,161,295 -1,520,194 -913,425

(G) 9,461,273 1,743,829 4,098,025 6,259,320 7,779,515 8,692,940

(ｱ) 26,824,504 14,035,583 12,324,891 10,796,474 9,473,936 5,938,075

(ｲ) 11,142,051 1,919,953 1,299,952 1,178,298 1,327,083 1,327,083

0 0 0 0 0 0

(ｳ) 1,982,000 0 0 0 0 0

（※） -1,461,780 1,576,823 1,098,691 1,406,763 1,471,323 3,535,861
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
○「N年度 単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

0

23年度

-4,610,992

96.1

-24.9

-4,610,992

-24.9

-0.24

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

×100

医 業 収 支 比 率

職員給与費対医業収益比率 ×100

×100

地方財政法上の資金不足の割合 ×100

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

単 年 度 資 金 不 足 額

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不

良

債

務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

収

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

22年度21年度

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込）

60.1

78.4 81.4

60.4

0

-13,700,453

96.2

-89.3

-12,123,630 -11,024,939 -9,618,176 -8,146,853

8,000 0 0 0

-74.9 -64.8 -54.6 -44.8

88.9 90.0 91.0 93.7

79.0

61.3 61.0 62.4 60.7

-13,700,453

-89.3

-0.53

73.5 75.4 76.1

-8,146,853

-74.8 -64.8 -54.6 -44.8

-12,115,630 -11,024,939 -9,618,176

-0.44
地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

-0.64-0.88 -0.74

例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

病 床 利 用 率



団体名
（病院名）

病院事業全体

２．収支計画（資本的収支） (単位：千円、％)

年 度

区 分

１. 11,313,000 1,511,000 1,567,000 1,625,000 1,520,395 1,423,202

２. 0 0 0 0 0 0

３. 2,230,179 2,589,692 2,042,854 1,810,533 1,881,857 1,450,764

４. 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0 0

６. 29,505 2,400 108,890 2,599 1,025,000 4,664

７. 1,586 2,000,000 1,829,674 1,839,674 1,869,003 2,088,338

(a) 13,574,270 6,103,092 5,548,418 5,277,806 6,296,255 4,966,968

1,982,000 0 0 0 0 0

(c) 0 0 8,000 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 11,592,270 6,103,092 5,540,418 5,277,806 6,296,255 4,966,968

１. 11,769,750 3,003,386 1,110,350 990,883 1,838,395 1,371,535

２. 1,894,192 4,080,140 3,902,361 4,131,585 4,456,971 5,796,478

３. 114,540 1,118,321 0 0 0 0

４. 0 2,000,000 1,829,670 1,839,670 1,869,000 2,088,335

(B) 13,778,482 10,201,847 6,842,381 6,962,138 8,164,366 9,256,348

差 引 不 足 額 (B)－(A) (C) 2,186,212 4,098,755 1,301,963 1,684,332 1,868,111 4,289,380

１. 21,212 2,116,755 1,301,963 1,684,332 1,868,111 4,289,380

２. 0 0 0 0 0 0

３. 2,165,000 1,982,000 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0

(D) 2,186,212 4,098,755 1,301,963 1,684,332 1,868,111 4,289,380

補てん財源不足額 (C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

0 8,000 0 0 0 0

(E)－(F) 0 -8,000 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

（46,429） （48,646） （43,631） （88,034） （88,034） （88,034）

3,979,065 3,927,524 3,864,955 3,985,559 3,985,559 3,985,559

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

2,227,501 2,587,292 2,040,675 1,807,935 1,440,001 1,065,301

（46,429） （48,646） （43,631） （88,034） （88,034） （88,034）

6,206,566 6,514,816 5,905,630 5,793,494 5,425,560 5,050,860

（注）
1
2

22年度18年度(実績) 19年度（実績）

合 計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

（ ）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入

金以外の繰入金をいうものであること。

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

(F)

23年度

(単位：千円）

そ の 他

計

20年度（見込） 21年度

又 は 未 発 行 の 額
実 質 財 源 不 足 額

補
て
ん
財
源

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

23年度

支

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

収 入 計

(b)

収

入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

前年度許可債で当年度借入分

支 出 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

支 出 の 財 源 充 当 額
う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

そ の 他

18年度(実績) 19年度（実績） 21年度 22年度20年度（見込）


